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社会福祉主事は、1950 年 5 月に制定された「社会福祉主事の設置に関する法
律」に基づいて創設された。翌年の 1951 年 3 月には社会福祉事業法に組み込













は 82.7％）、ケースワーカーの 71.7％（生活保護担当は 82.0％）である。一方、
社会福祉士の取得率は、査察指導員の 7.5％（生活保護担当は 8.7％）、ケース





























































































































てきた（松崎 1996：285；武智 1996：61；下村 2006：336；松岡 2007：81）。 
このような理論と実態との乖離がみられる状況のなかで、本庁には新たな役
割が期待されるようになる。2018 年 6 月、生活保護法など 4 本の関連法案の
改正を目的とした、「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支
援法等の一部を改正する法律案」が参議院本会議で可決、成立した。生活保護





























































いるのかの 2 点について把握するものとし、調査項目を設定した。 
 
2．調査の方法 
2018（平成 30）年 11 月に質問紙の郵送により実施した。調査対象としたの


















































職員 1 人当たりの被保護世帯数を確認したところ、最大値は 2895 世帯、最


















































表 2 本庁職員の現業経験および資格取得状況 
単位（％） 
 現業経験 社会福祉士 社会福祉主事 
本庁職員全体 62.5 10.0 69.9 
 うち管理職 54.3 4.3 63.0 
 うち法令審査 89.5 5.3 100.0 
 うち指導監査 76.0 9.3 80.0 
 うち医療介護 50.0 14.6 68.8 
 うち自立支援 69.0 13.8 72.4 
 その他（ホームレス等） 64.3 14.3 61.9 
実施機関の査察指導員 － 7.5 69.7 
































































































































予算額は A 県で 2018 年度の 1,487 千円から 2019 年度の 1,967 千円に、同じ











る。予算額は、B 県で 2018 年度の 0 円から 2019 年度の 11 千円、C 県で 6 千

































































































1) 福祉事務所には，社会福祉法第 15 条第 1 項等の規定に基づき，所長，査察指導
員，現業員を置くこととされている．このうち，査察指導員と現業員は，同法第











た（清水 2004；清水 2005；吉永 2005）． 
5) 生活保護担当のケースワーカーの配置基準は，社会福祉法第 16 条で規定されて
いる（標準数として市部 80 世帯，郡部 65 世帯にケースワーカー1 人）．厚生労働
省「2009（平成 21）年福祉事務所現況調査」では，全国でケースワーカーの充足
率 100％を満たしていない実施機関が 3 分の 1 に及ぶ．また，新潟県内の実施機
関を対象とした調査では，1 人あたりの平均担当ケース数（世帯）は 73.9 ケース
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